
１　�交通指導取締りの状況
⑴�交通指導取締りの状況
　令和３年中における車両等の道路交通法違反
（点数告知に係る違反を除く）の取締り件数は
554万6,115件で，悪質性・危険性の高い違反とし
ては，最高速度違反が106万4,818件，酒酔い・酒
気帯び運転が１万9,801件，無免許運転が１万8,844
件等である（第1-42図）。
　なお，点数告知に係る違反の取締り件数につい
て主なものをみると，座席ベルト装着義務違反が

42万3,360件で，ヘルメット装着義務違反が9,211
件等である。また，放置違反金納付命令件数が75
万6,316件である。
⑵�高速道路における交通指導取締りの状況
　令和３年中の高速道路における交通違反取締り
状況は，第1-16表のとおりである。
⑶交通反則通告制度の適用状況
　令和３年中に反則行為として告知した件数は
536万3,637件で，車両等運転者の道路交通法違反
（点数告知に係る違反を除く。）の取締り件数中

道路交通秩序の維持第５節

主法令違反別
令和２年 令和３年 対前年比

件数 構成率 件数 構成率 増減数 増減率
件 ％ 件 ％ 件 ％

総　　数 450,602 100.0 437,591 100.0 －13,011 －2.9
最 高 速 度 違 反 320,107 71.0 304,283 69.5 －15,824 －4.9
積 載 違 反 748 0.2 712 0.2 －36 －4.8
車 両 通 行 帯 違 反 67,991 15.1 72,851 16.6 4,860 7.1
車 間 距 離 不 保 持 11,523 2.6 7,422 1.7 －4,101 －35.6
酒 酔 い， 酒 気 帯 び 運 転 200 0.0 162 0.0 －38 －19.0
駐 ・ 停 車 違 反 43 0.0 39 0.0 －4 －9.3
無 免 許， 無 資 格 運 転 677 0.2 779 0.2 102 15.1
そ の 他 49,313 10.9 51,343 11.7 2,030 4.1
注　１　警察庁資料による。
　　２　構成率は，単位未満で四捨五入しているため，総数と内訳の計が一致しない場合がある。

▶第1-16表 高速道路における交通違反取締り状況

▶第1-42図 交通違反取締り（告知・送致）件数（令和３年）

注　１　警察庁資料による。
　　２　高速道路分を含む。

1,588,628

1,064,818

757,154

582,481

290,735

202,646

172,358

90,489

50,616

21,887

19,801

18,844

13,369

2,000,0000 1,500,0001,000,000500,000

積載違反

一時停止違反

無免許運転

酒酔い・酒気帯び運転

整備不良車運転

免許証不携帯

踏切不停止等

追越し・通行区分

駐（停）車違反

通行禁止違反

信号無視

携帯電話使用等

最高速度違反

118

第１編　陸上交通　　第１部　道路交通



に占める比率（反則適用率）は96.7％である。
　反則告知件数を成人・少年別にみると，成人は
525万9,250件，少年は10万4,387件である。また，
行為別にみると，主なものは，最高速度違反が
100万1,501件（18.7％），一時停止違反が158万4,280
件（29.5％），携帯電話使用等違反が28万9,956件
（5.4％）である。

２　交通指導取締りの強化等
　平成25年に有識者懇談会において取りまとめら
れた「交通事故抑止に資する取締り・速度規制等
の在り方に関する提言」を踏まえ，交通事故実態
の分析結果に基づき，飲酒運転のほか，著しい速
度超過等の交通死亡事故に直結する悪質性・危険
性の高い違反及び迷惑性が高く地域住民からの取
締り要望の多い違反に重点を置いた交通指導取締
りを推進した。
　近年，スマートフォン等の画面を注視していた
ことに起因する交通事故が増加傾向にある情勢等
を踏まえ，携帯電話使用等に起因する悲惨な交通
事故を防止するため，第198回国会において成立
した道路交通法の一部を改正する法律（令元法
20）により，携帯電話使用等に対する罰則が引き
上げられ，令和元年12月から施行された。運転中
に携帯電話等を使用することは重大な交通事故に
つながり得る極めて危険な行為であることから，
運転者等に対して広報啓発を推進するとともに，
携帯電話使用等の交通指導取締りを推進した。
　さらに，平成29年６月，神奈川県内の東名高速
道路上において，他の自動車を執拗に追跡し，進
路をふさぐなどの妨害行為を繰り返した上，当該
自動車を停止させて後続の自動車に追突させ，停
止させられた自動車に乗車していた一家４人を死
傷させる事件が発生したことなどを背景に，いわ
ゆる「あおり運転」が重大な社会問題となり，令
和２年６月，第201回国会において成立した道路
交通法の一部を改正する法律により，妨害運転に
対する罰則が創設された。妨害運転等に対する厳
正な指導取締りを徹底するため，他の車両等の通
行を妨害する目的で行われる悪質・危険な運転が
関係する事案を認知した場合には，客観的な証拠
資料の収集等を積極的に行い，創設された妨害運

転罪や危険運転致死傷罪（妨害目的運転）等のあ
らゆる法令を駆使して，厳正な捜査を徹底したほ
か，妨害運転等の悪質・危険な運転を未然に防止
するため，車間距離不保持，進路変更禁止違反，
急ブレーキ禁止違反等の道路交通法違反につい
て，積極的な交通指導取締りを推進した。
⑴�一般道路における効果的な交通指導取締りの強
化等

　ア　信号機のない横断歩道における歩行者の優
先等を徹底するため，運転者に対し，横断中はも
とより横断しようとする歩行者の保護に資する指
導を重点的に行うとともに，子供・高齢者が多い
箇所においては適切に検挙措置を講じたほか，通
学路等において可搬式の速度違反自動取締装置を
活用するなど，交通事故実態に的確に対応した効
果的な交通指導取締りを推進した。
　イ　自転車利用者による危険・迷惑行為及び交
通事故を防止するために，無灯火，二人乗り，信
号無視，一時停止違反等に対する指導警告を強化
するとともに，制動装置不良自転車（ブレーキが
ない自転車等）の運転のほか，違反行為により通
行車両や歩行者に対する具体的危険を生じさせた
り，指導警告に従わず違反行為を繰り返したりす
るなどの悪質，危険な自転車利用者に対しては，
交通切符等を適用した検挙措置を講じた。
　ウ　パトカー等による警戒活動や通学時間帯，
薄暮時間帯における交通街頭活動を推進し，違法
行為の未然防止に努めたほか，交通事故抑止対策
について国民の理解を深めるため，ウェブサイト
やSNS等を活用した交通指導取締りに関する情報
発信に努めるなど，交通事故抑止に資する取組を
推進した。
　エ　事業活動に関して行われた過労運転，過積
載運転，放置駐車，最高速度等の違反及びこれら
に起因する事故事件については自動車の使用者等
の責任，いわゆる背後責任の追及を図るとともに，
自動車の使用制限処分を行うなどこの種の違反の
根源的対策を推進したほか，無車検運行，無保険
車運行等各種交通関係法令違反についても取締り
を推進した。
　オ　警察では，飲酒運転に対する厳正な取締り
を行っており，特に，夜間における取締体制を確
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保し，飲酒運転に係る取締結果や交通事故発生状
況を的確に分析した上，飲酒運転が常態的に見ら
れる時間帯・場所に重点を置いた効果的な飲酒運
転の取締りを推進した。
　カ　無免許運転又は飲酒運転を検挙した際は，
その周辺者に対する的確な捜査を行い，これらの
違反を助長する周辺者に対する取締りを推進した。
⑵�高速道路における交通指導取締りの強化等
　高速道路における安全で円滑な交通流を確保す
るため，各都道府県の高速道路交通警察隊の体制
の充実強化を図るとともに，多角的な交通事故分
析により交通危険箇所に重点を置いた機動警ら，
駐留監視活動等を強化して交通流の整序に努め，
悪質性・危険性・迷惑性の高い著しい速度超過，
飲酒運転，車間距離不保持，通行帯違反等を重点
とした指導取締りを推進した。
　また，関係機関・団体と連携し，全席シートベ
ルト着用の普及啓発活動を推進した。

３　�交通事故事件等に係る適正かつ緻密な捜査の
一層の推進

⑴交通事故事件捜査の現況
　交通事故に係る自動車の運転により人を死傷さ
せる行為等の処罰に関する法律（平25法86）によ
る危険運転致死傷罪及び過失運転致死傷罪等事件
の令和３年中における送致件数は，28万9,185件
である。

　なお，令和３年中のひき逃げ事件（交通事故に
係る無申告事件を含む。）の発生件数は１万1,603
件で，検挙件数は7,037件である（第1-17表）。
⑵�適正かつ緻密な交通事故事件捜査の推進
　交通事故事件捜査においては，初動捜査の段階
から危険運転致死傷罪の適用も視野に入れ，組織
的かつ重点的な捜査及び正確かつ綿密な鑑識活動
を行うなど，適正かつ緻密な交通事故事件捜査を
推進した。
　また，客観的な証拠に基づいた事故原因の究明
を図るため，常時録画式交差点カメラや3Dレー
ザースキャナ等の装備資機材を活用し，科学的捜
査を推進した。

４　暴走族等対策の推進
　暴走族は減少傾向にあるものの，都市部を中心
に，地域住民や道路利用者に多大な迷惑を及ぼし
ていることから，「暴走族対策の強化について」（平
成13年２月５日暴走族対策関係省庁担当課長等会
議申合せ）に基づき，政府一体となった暴走族対
策の推進に努めた。
　令和３年末現在，警察が把握している全国の暴
走族は，124グループ5,838人である。
　また，元暴走族構成員等が中心となって結成さ
れた「旧車會」等と呼ばれる集団の中には，暴走
族風に改造した旧型の自動二輪車等を連ねて，大
規模な集団走行を各地で行うなど，迷惑性が高い

� 年別
区分

ひき逃げ・無申告事件の発生・検挙状況
平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年

死
　
亡

発　生（件） 119 132 130 96 92
検　挙（件） 116 128 131 93 92
検挙率（％） 97.5 97.0 100.8 96.9 100.0

重
　
傷

発　生（件） 1,203 1,177 991 965 872
検　挙（件） 747 734 672 657 655
検挙率（％） 62.1 62.4 67.8 68.1 75.1

軽
　
傷

発　生（件） 14,414 13,748 12,283 10,769 10,639
検　挙（件） 6,867 6,750 6,161 6,067 6,290
検挙率（％） 47.6 49.1 50.2 56.3 59.1

合
　
計

発　生（件） 15,736 15,057 13,404 11,830 11,603
検　挙（件） 7,730 7,612 6,964 6,817 7,037
検挙率（％） 49.1 50.6 52.0 57.6 60.6

注　１　警察庁資料による。
　　２　�ひき逃げ事件とは，人の死傷を伴う道路上の交通事故に係る救護措置義務違反をいう。
　　３　�無申告事件とは，人の死傷を伴う道路上の交通事故に係る報告義務違反をいう。

▶第1-17表 ひき逃げ事件の発生・検挙状況
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ものもあることから，都道府県警察間での情報共
有を図るとともに，関係機関と連携して騒音関係
違反等に対する指導取締りを推進した（第1-18表）。
⑴�暴走族追放気運の高揚及び家庭，学校等におけ
る青少年の指導の充実
　暴走族追放の気運を高揚させるため，「暴走族
根絶（追放）条例」等の運用に協力するとともに，
報道機関に対する資料提供等による広報活動を積
極的に行った。
　また，家庭，学校，職場，地域等において，青
少年に対し，「暴走族加入阻止教室」を開催する
などの指導等を促進するとともに関係団体や暴走
族相談員等との連携の下に，暴走族の解体，暴走
族への加入阻止，暴走族からの離脱等の支援指導
を徹底した。さらに，暴走族問題と青少年の非行
等問題行動との関連性に鑑み，地域の関連団体等
との連携を図るなど，青少年の健全育成を図る観
点から施策を推進した。
　学校において，非行防止教室の開催など生徒指導
の充実に努めるとともに，文部科学省と独立行政法
人教職員支援機構の共催による交通安全教育担当
教職員等のオンライン研修の実施などを通じて，
児童生徒等に対する交通安全教育の充実を図った。

⑵�暴走行為阻止のための環境整備
　暴走族等（暴走族及び違法行為を敢行する旧車
會員（暴走族風に改造した旧型の自動二輪車等を
運転する者））及びこれに伴う群衆のい集場所と
して利用されやすい施設の管理者に協力を求め，
暴走族等及び群衆をい集させないための施設の管
理改善等の環境づくりを推進するとともに，地域
における関係機関・団体が連携を強化し，暴走行
為等ができない道路環境づくりを積極的に行っ
た。また，事前情報の入手に努め，集団不法事案
に発展するおそれがあるときは，早期に暴走族等
と群衆を隔離するなどの措置を講じた。
⑶暴走族等に対する指導取締りの推進
　暴走族等に対しては，共同危険行為等の禁止違
反や騒音関係違反※を始めとする各種法令を活用
した取締りを推進した。また，暴走行為に使用され
た車両等を積極的に押収し，暴走族等と車両の分離
を図るとともに，不正改造等暴走行為を助長する行
為に対しても背後責任の追及を行った。令和３年
中の暴走族等の検挙状況をみると，前年に比べ検
挙人員は22.3％減少し6,987人であった（第1-19表）。
⑷暴走族関係事犯者の再犯防止
　暴走族関係事犯者の捜査に当たっては，個々の
犯罪事実はもとより，組織の実態やそれぞれの被

※騒音関係違反
　　道路交通法違反のうち，近接排気騒音に係る整備不良，消音器不備及び騒音運転等をいう。

年
区分 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年

暴
走
族

グループ数 183 146 150 131 124

人員 6,220 6,286 6,073 5,714 5,838
旧
車
會

グループ数 557 513 516 510 499

人員 6,304 5,882 5,661 5,583 5,648
注　１　警察庁資料による。
　　２　旧車會は，違法行為を敢行する者として把握した数。

▶第1-18表 暴走族等の勢力

年
区分 平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年

暴走族の検挙人員 9,329 7,608 7,053 8,200 6,189

旧車會の検挙人員 1,077 872 745 787 798

合計 10,406 8,480 7,798 8,987 6,987
注　警察庁資料による。

▶第1-19表 暴走族等による道路交通法，道路運送車両法違反の検挙状況
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疑者の非行の背景となっている行状，性格，環境
等の諸事情を明らかにしつつ，事件の速やかな処
理に努めるとともに，グループの解体や暴走族グ
ループから加入者等を離脱させるなど暴走族関係
事犯者の再犯防止に努めた。
　少年院送致決定を受けたあるいは保護観察に付
された暴走族関係事犯少年等の処遇に当たって
は，遵法精神のかん養，家庭環境の調整，交友関
係の改善指導，暴走族組織からの離脱指導等，再
犯・再非行防止に重点を置いた個別処遇に努めた。
　なお，令和２年に保護観察に付された者のうち，
保護観察開始前に暴走族と関係があった者は409
人である。

⑸車両の不正改造の防止
　消音器の切断・取り外し，車体からの車輪のは
み出し等の不正改造車等を排除し，自動車の安全
運行を確保するため，年間を通じて「不正改造車
を排除する運動」を実施した。特に，令和３年６
月（沖縄は10月）を強化月間として，自動車検査
のより一層確実な実施に加え，広報活動の一層の
推進，関係者への指導徹底，街頭検査の重点化等
を行った。
　また，道路運送車両法の不正改造行為の禁止及
び不正改造車両に対する整備命令に係る規定を的
確に運用し，不正改造車の排除に努めた。
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